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政治に関心むけ、9条守れの声 
 最賃 1500 円を全国一律に 

①欺瞞に満ちた広島サミット 

 広島出身を売りに、岸田首相が開いた広島で

の G７サミットは失望をもたらすものとなりま

した。アメリカを中心とする軍事ブロックに参

加する諸国で構成される G7 サミットは、核兵器

による威嚇によって他国を抑えようとする「核

抑止力」を公然と唱え、一方で世界の 92 カ国が

署名し、国際法として発効している核兵器禁止

条約を無視する態度をとったことに批判が広が

っています。 

②憲法をないがしろにする政治が横行 

 国政においては憲法審査会が毎週のように開

かれ、憲法 9 条を改悪する流れを一層強めよう

としています。緊急事態を口実にした国会議員

の任期延長の策動など国民主権と民主主義を根

底から覆す事態は決して許されません。 

 労働者の未来を奪う大軍拡と憲法改悪を許さ

ない闘いを大きく広げることが求められます。 

③労働者のくらしを守る最賃は 1500 円に 

 物価高騰が止まらない中で、最低賃金の引き

上げは極めて切実な願いです。まもなく中央労

働審議会で最低賃金引き上げの目安が審議され

ます。今年こそ最低賃金を全国一律 1500 円に引

き上げる闘いを。 

 最低賃金の引き上げには、中小企業への支援

も必要です。岸田内閣は大企業が保有する内部

留保 500 兆円への 10％課税で、10 兆円の財源

を生み出し、最低賃金を大幅に引き上げる責任

を果たすべきです。 

 最低賃金は『全国一律 1500 円を』の声を大き

く広げましょう。 

 

働く者の「労働法連続講座」第 6回目 

『解雇事件：普通解雇、懲戒解雇、整理解雇』 

 第 6 回は『解雇事件』がテーマ。CU 三多摩の

相談も多くが解雇事件です。講師は白神弁護士。 

１、労働契約終了の種類 

 契約終了には解雇、雇止め、退職勧奨・強要、

合意退職、辞職などがあるが、その対処方法は異

なる。相談の際は、労働契約の中身を確認し、正

確に把握することが重要。 

２、辞職は自由 

 労働者からの一方的な解約・辞職は憲法 22 条

及び 18 条により自由。退職の申し出は、文書を

持って宣言すること。 

①無期雇用契約＝２週間の予告期間が必要。就

業規則を確認する。 

②有期雇用＝１年以上の契約の場合、１年が過

ぎれば退職は自由。しかし、やむを得ない理由、

明示された労働条件が事実と異なる場合などは

即時に解除可能。 

３、退職勧奨・退職強要―応じる義務はない。 

①退職勧奨＝使用者側からの｢お願い｣の範疇。 

きっぱり断る。内容証明やメールなどで退職の

意思のないことを伝え、証拠を残す。 

②退職強要＝違法。パワハラに当たることも。 

執拗な退職強要がある時は、面談の内容を録音、

担当者の人数・言動、時間、部屋の広さなどをメ

モし、証拠として残す。差止の仮処分申請や損害

賠償請求ができる。 

４、解雇全般 

労働契約法 16 条は、客観的に合理的な理由を

欠き、社会通念上相当であると認められない場

合には、その権利を濫用したものとして、無効と

すると定めている。 

①個別法に依る解雇制限 

 労働基準法は、業務上の休業中及びその後 30

日間・産前産後休業中及びその後の 30 日間（19

条）、国籍や信条を理由とする解雇（3 条）など、

個別法令で解雇してはならないと定めているも

のが多数ある。これらの条文を駆使することも
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肝要。 

②就業規則、労働協約の解雇条項の拘束力 

就業規則などに記載された手続きを守らなか

った解雇は一般的には無効。手続きがきちんと

されているか確認が重要。 

③解雇は 30 日前の予告義務－予告がない時は

30 日分以上の平均賃金を解雇予告手当として支

払わなくてはならない。 

④相談を受けたら、〇本当に解雇ケースか確認

〇すぐに解雇事由を特定する(使用者は解雇事由

を記載して証明書を交付すべき)。〇組合で団体

交渉を。〇法令違反、手続条項違反がないか確認

〇解雇の撤回を求め、就労意思があることを文

書で明らかにする。そして、始業時刻に出社する。

〇退職金や解雇予告手当が振り込まれたら、返

金・供託、以後発生する賃金の一部に充当すると

内容証明で通知しておく。使用者側の原因で働

けない時、労働者は賃金を受け取る権利を有す

る。 

５、労働者側に解雇の理由があるとする時 

①判断基準―〇客観的相当性（様々な措置を講

じても改善されないか）。〇社会的相当性（労働

者に苛酷すぎないか）があるか。 

②労働能力を理由とする解雇は、ケースバイケ

ースだが、教育訓練、配置転換など解雇を回避す

る努力がなされたか。 

③私傷病を理由とする解雇―〇能力の欠如で復

職困難（就業規則等に記載がある）。〇復職可能

性(医師の診断書や意見が重要)。〇段階的な復職

の可能性をさぐる。 

 

 

 

 

 

 

６、有期雇用契約 

①雇止めも解雇権濫用法理が適用されることが

ある。〇実質無期契約型〇期待保護型 

②期間中の解雇は有効性がさらに厳格に判断さ

れる。 

③同一使用者との間で、5 年を超えて契約更新し

た場合は無期雇用への転換を申し込むことがで

き、使用者はこれを承諾したとみなされる。 

 

７、労災 

①業務を原因とする傷病には治療費・休業補償

が支給される。申請に使用者の承諾は不要。 

②認定基準がある。 

③使用者の安全配慮義務違反での損害賠償請求

も選択肢。 

８、整理解雇 

使用者側の経営事情等により、人員削減が必

要になった時に労働者を解雇する。 

①人員削減の必要性＝収支・借入金の残高など、

経営状況を基礎とする。 

②解雇回避の努力（役員報酬カットや賃金カッ

トなど）がなされたか。 

③人選の合理性（選定基準を事前設定し、公正に

適用等）があるか。 

④説明協議義務(労働組合や労働者に時季・規模・

方法、補償など説明し納得を得る)は果たしたか。 

９、労働契約終了と社会保険、社会保障 

①解雇の効力を争う場合は雇用保険法上の求職

者給付の仮給付が受けられる。②健康保険の任

意継続をすることができる。 

10、組合の重要性 

 以上の講義の後、講師は労働組合について、勤

務中の労働者の問題解決は、弁護士より労働組

合の方が強いと指摘。労働組合は団体交渉権を

持っている。交渉でパワハラ上司を異動させる

ことができるのは組合。弁護士はできない。それ

なのに、組合の良さが伝わっていない。組合が大

きくなって欲しいと期待を寄せ激励で講義をお

わりました。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

次回の講座 

テーマは「有期雇用契約、パート労働」 

７月 15 日(土)、午後 1 時半～４時 

北多摩西教育会館（ＣＵ三多摩事務所３階） 

お忘れなく。新規参加も大歓迎です。直接会場へ。 

 
能力不足 

仕事が遅い 
組合員を増やそう！ 

解雇回避の努力が求

められるのです。 
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労働相談より 

求人票で明示された労働条件の有効性 

≪求人票の労働条件は無期雇用≫ 

Ｘホテルでフロントを担当していたＹさんが、

雇止めの通告を受けたが納得いかないと相談に

来ました。 

Ｙさんはハローワークで「無期雇用」と明示さ

れた求人票でＸホテルに応募しました。Ｘの求

めに応じすぐに働き始めました。しかし、その後

示された契約書は一年の有期雇用契約。Ｙさん

は契約書に署名押印しまし

た。一年後の４月には何の問

題もなく自動的に契約が延

長になりました。 

ところが、今年、２回目の契約更新を前に、Ｘ

から契約を更新しないと、雇止めの通告を受け

ました。理由はＹさんが客とのトラブルを起こ

すなど勤務成績不良だからとしていました。Ｙ

さんは組合との相談時、Ｘの主張する「勤務成績

不良」は事実と異なると主張。組合はＸに雇止め

は不当であるとして団体交渉を申し入れました。 

 

≪就業規則は 65歳が定年≫ 

組合は、Ｙさんと共に臨んだ団体交渉で、①Ｘ

の就業規則によれば 65歳定年制が定められてお

り、退職手続きなどが規定され、大半の従業員は

雇止めされることなく雇用が継続している。②

Ｙさんの業務は、Ｘにとっては、季節にかかわり

のない基幹的業務である。③ＹさんがＸに応募

したハローワークの求人票には、「無期雇用」と

明記されていたことなどを示して、Ｙさんには、

引き続き雇用されるという合理的期待がある。

この雇止めは、労働契約法第 16 条と同法 19 条

に抵触し、解雇権の濫用で「無効」と主張しまし

た。 

 

≪求人票の『無期雇用』は採用の誘因？≫ 

Ｘは、雇用期間も労働契約が１回更新された

にすぎず、「合理的期待」が生じる余地はないと

回答。また求人票に書かれていた「無期雇用」は

採用の誘因に過ぎず、労働契約とは無関係とい

う見解を示しました。同時に、組合交渉をしてい

るのだから、若干の解決金を支払うので交渉を

早期に終息したいとも提起してきました。 

 

≪Ｘの回答は法律を正しく解していない≫ 

組合とＹさんは上記の回答を受けて、①雇用

継続への合理的な期待が認められるべきことを

再確認。それと共に、職安法第５条の 3（労働条

件の明示）に基づいて、求人票で明示されていた

「無期雇用」は基本的な労働条件を示したもの

で、Ｘに採用されれば無期雇用で働けると考え

て当然。さらに、求人票明示の条件を変更する手

続き（ＸによるＹさんへの説明と合意）がないか

ぎり、「無期雇用契約」が成立していると見るこ

とができると反論。事実、ＸからＹさんへのその

様な変更の説明の形跡もありませんでした。②

Ｙさんの雇用形態が無期雇用であるとすれば、

今回の雇止めは「解雇」であり、労働契約法 16

条違反で解雇無効と通告することにしました。

③あわせて、ＹさんもＸが列記した「勤務不良の

事実」への全面的な反論を行いました。 

 

≪組合の反論への再反論はなし≫ 

組合のＸからの回答への見解と反論を、Ｘ側

に示したところ、それに対する再反論は一切な

く、解決金の上乗せと「雇止め理由」から、勤務

成績不良を撤回するなどの回答が示されました。 

Ｙさんは交渉の席上で、Ｘに引き続き就労の

意思なしと表明したため、組合は、上乗せされた

解決金を受け入れることをＹさんとともに確認

し、Ｘと合意書を締結することとしました。 

 

≪求人票の記載は労働条件の明示であり、 

変更するには手続きが必要≫ 

ハローワークの求人票への労働条件の記載は、

職業安定法第５条の３で明示が義務付けられて

おり、採用の誘因、つまり誘い水であってはなら

ず、使用者側が採用する条件を示したもので、そ

れを勝手に変更することは許されません。 

労働条件の変更は、労働者へ説明し納得を得

て初めて変更が可能となります。労働条件引き

下げには断固として闘いましょう。 
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変形労働時間制が残業代不払いの手段に 

 

三多摩協議会の労働相談に

「変形労働時間制」関する相

談が寄せられるようになりま

した。 

ある組合員は、「残業代の計算が不明。諸手当

が複雑。休暇が取れない、休憩時間もとれない。」

との相談を寄せています。 

シフト表や給料明細書などを調べたところ、

変形労働時間制とは名ばかり、労働者を働かせ

るだけ働かせて、残業代を払わないシステムに

なっていると想像できました。 

変形労働制は、6月号のニュースと今月号で解

説をしていますが、繁忙期に長時間労働をさせ

る代わりに、閑散期に短時間労働にして、合わせ

て週平均 40時間になるようにシステムを作りま

す。毎日残業が発生するなどあってはならない

制度です。自分の働き方と給料が合っていない

のではと感じたら遠慮なくご相談ください。ご

相談の際は、就業規則や労使協定の写し、シフト

表、出退勤が分かる資料をお持ちください。 

 
 

 

 

 

 

CU 東京三多摩協議会は下記のとおり 

第 9 回定期大会を開催します。 

 

日時 7月 23日(日) 
午後 2時開会 

場所 北多摩西教育会館 
＊大会終了後、同会場で参加者による交流

会を計画しています。 

 

なお、準備のための執行委員会を 

7 月９日(日)午後 1 時 30 分 

北多摩西教育会館で行います。 

執行委員会の皆さま参加をお願いします。 

 

労働相談ミニ知識 変形労働制について② 

２、変形労働時間制は例外として OK(の続き) 

（４）必要な年間休日数 

 年間の労働日数の上限は 280 日です。１日８時

間労働なら年間 2240 時間となり、前回 2-（３）

で示した限度時間（2085.71 時間）を大きく超え

ます。従って、年間休日を以下の表のようにする

必要があります。 

1 日の所定労働時間 

(1 年 356 日の場合) 

必要な年間休日数 

 8 時間 00 分 105 日 

 7 時間 45 分 96 日 

 7 時間 30 分 87 日 

 7 時間 00 分 85 日(労働日 280 日限度) 

３、就業規則の整備 

 始業・終業の時刻、休憩時間、休日につては、

就業規則へ必ず記載しなければなりません。１年

単位の変形労働時間制の導入の際は、労使協定だ

けではなく、変形期間中の各日の始業・終業時間

等を就業規則に定め、労基署への届け出が必要。 

４、所定時間外労働 

 １年変形労働時間制は、あらかじめ業務の繁閑

を見込んで労働時間の配分をするもので、恒常的

な時間外労働はないことが前提。日常的な残業が

生じる運用は「無効」を主張し、原則通りの残業

代を請求する場合もある。 

５、割増賃金の計算 

 変形労働期間中の割増賃金の計算は複雑です。

相談事例では正しい計算がされていないことが

ほとんど。 

（１）１日の精算 

 設定された労働時間を超えた分の割増賃金。 

（２）１週の精算 

 週の設定労働時間を超えた分が割増賃金対象。

但し、１日単位で支払われた時間は除く。 

（３）対象期間の精算 

 対象期間の総枠を超えた分の精算が必要。ここ

でも、１日、１週単位で支払われた時間は除く。 

（４）対象期間の途中入退社の従業員の精算 

 勤務した時間を平均して、週 40 時間を超える

時間について割増賃金の計算が必要。 

以上、専門家の原稿を要約しました。ホームペー

ジに全文掲載します。参考にしてください。 

 


